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健康教室参加者における閉じこもりに関する研究
Research of the homebound in participants for health education program
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Abstract：[Aims] Homebound status is that activity space of the life almost narrows it to only in 
a house. The purpose of this study is to clarify the homebound situation in the health education 
program participants for the future care prevention.
[method] 162 people (male: 39, woman: 119, unknown gender: 4, 69.8±8.5 years old) that answers 
questionnaire among participants to five education program. The relations of between age, 
frequency of going out, and each items (IADL, Intelligent action, Social role, Physical fitness) were 
examined.
[result] As a result of this study, the frequency of going out less than once a week were 6% in the 
health club participant. Between the frequency of going out and inconvenience for a walk or going 
out was a significant correlation (r=-0.30).
[conclusion] The possibility that health education program was a chance to cause behavior 
modification was suggested. The health education program was considered when not only I aimed 
at the physical health, but also should examine measures to the care prevention for a psychological 
society-like healthy increase.
Keywords：homebound, health education program, behavior modification

Ⅰ．背景

　厚生労働省によると，高齢化の進む我が国におい
て，日常生活に健康上の制限がなく，自立して元気に
過ごすことができる期間を示す健康寿命は，平均寿命
と比べると約10年の差がある（橋本，2015）。つまり，
高齢者の多くが最期の約10年は自立した生活が困難で
あることを示している。この健康寿命の延長が，高齢
後期におけるQOLの保持，医療費や介護給付費の抑
制に重要であることは言うまでもない。
　65歳以上の要介護者等について，介護が必要になっ
た主な原因についてみると，「脳血管疾患」が17.2％
と最も多く，次いで，「認知症」16.4％，「高齢による
衰弱」13.9％，「骨折・転倒」12.2％となっている。男
性の「脳血管疾患」が26.3％と特に多くなっている

（内閣府，2015）。転倒の危険因子は内的因子と外的因
子に分けられ，内的因子には関節疾患，末梢神経障
害，脊柱管狭窄症などの運動器疾患や，筋力低下，運

動速度の低下，平衡機能低下などの加齢に伴う運動機
能の低下が挙げられている（荻野，2013）。そのため，
介護予防対策としては，運動器の機能低下を抑えてい
くことが重要である。
　一方，閉じこもりは，生活の活動空間がほぼ家の中
のみへと狭小化することで活動性が低下し，その結
果，廃用症候群を発生させ，さらに心身両面の活動力
を失っていく結果，寝たきりに進行するという考え方
である（厚生労働省，2012）。高齢者の閉じこもりは
加齢による影響を強く受ける生活像であり，80歳を超
えてきたあたりから急増する。閉じこもりがちな生活
を続けていると生活の不活発から「廃用性機序」によ
り心身の機能が低下し，生活機能が落ちてくる。この
ことから閉じこもりの予防と対策は介護予防のうえで
重要な課題となる。
　閉じこもりの度合いは，普段の「外出頻度」に現
れる。多くの高齢者は，ほぼ毎日外出しているため，

「週１回程度」か「ほとんど外出しない」状態は閉じ
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こもりと考えてよいと述べている（新開，2017）。実
際に，先行研究から閉じこもりと外出頻度は高い相
関関係を示している（山縣，2015），（渡辺ら，2007），

（渡辺ら，2005），（村山ら，2011）。このことから普段
の「週１回程度」以下の状態を閉じこもりと定義して
いる（新開，2017）。また，外出の困難性に着目して，
タイプ１：「要介護状態の閉じこもり（身体に障害が
あって外出が困難またはできない）」，タイプ２：「生
活自立状態の閉じこもり（身体に障害がないか，あっ
ても軽度なものであるにもかかわらず外出しない）」
に大別している。
　閉じこもりの割合をみると，都市部において，村山
ら（2011）は（タイプ１）4.7％，（タイプ２）4.5％，
橋本ら（2011）は12.7%と報告している。一方，地方
において，渡辺ら（2005）は7.5％，若山ら（2016）
は11％，新開ら（2005）は（タイプ１）4.7％，（タイ
プ２）4.8％，山縣ら（2014）は，男：約５％・女：約
６％と報告した。このような報告から閉じこもりの割
合は10%前後と推測されるが，一定の見解が得られて
いない。その理由は都市部および地方の生活環境が影
響していると推察される。しかし岡山県の閉じこもり
状況についても報告はみあたらない。
　一方，介護予防やフレイル予防とうたわれる健康教
室については各地域で開かれている（日下ら，2008）

（伊藤ら，2010）。しかし，山縣らは，身体機能測定会

に実際に参加した比較的意欲の高い高齢者と考えられ
るが，５％が閉じこもり，25％がその予備群であった
と報告した（2014）。つまり健康教室に参加するから
といって，閉じこもらない訳ではないと推察される。
しかしながら，健康教室の参加者を対象にしている論
文は多くはなく，岡山県における報告もみあたらな
い。
　しかしながら，身体活動を継続することは，困難
な場合が多いことが指摘されている（Resnick B & 
Spellbring AM., 2000），（Dishman RK., 1994）。従っ
て，閉じこもり対策を踏まえながら，健康教室を継続
することに意義があり，その前に実態を調査する必要
がある。そこで本研究の目的は，健康教室参加者にお
ける閉じこもり状況を明らかにし，今後の介護予防へ
の対策を検討する事とした。

Ⅱ．方法

１．被験者

　被験者は，岡山県内の５つの健康教室への参加者の
中でアンケート回答をした162名（男性39名，女性119
名，未回答４名：平均年齢69.8±8.5歳）とした。閉じ
こもりに関するアンケートは，閉じこもり予防・支
援のための二次アセスメント票（厚生労働省，2012）

（図１）を使用した。研究参加への同意は，アンケー
ト中の質問において同意を確認した。

２．統計処理

　年齢は平均±標準偏差にて示した。外出はどれくら
いできますか（以下，外出頻度），日中のおもに過ご
す場所はどこですか（以下，日中の過ごす場所），日
中のおもな過ごし方（以下，日中の過ごし方）は度数
分布にて解析した。
　年齢及び外出頻度に対する各項目の関係について
は，相関行列を求め，無相関の検定を行った。また外
出頻度を従属変数とし，説明変数を閉じこもり予防・
支援のための二次アセスメント票における質問項目と
して，重回帰分析を実施した。多重共線性の有無を確
認し，回答に変化のなかった〈２．日用品の買い物が
できますか〉は，除外して分析した。本研究の統計解
析は，エクセル統計（㈱社会情報サービス）にて有意
水準は５％未満とした。

図１　閉じこもり予防・支援のための二次アセスメント票
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Ⅲ．結果

　健康教室参加者における外出頻度は，週に１回以
上：152名（94％），月に１回以上：８名（５%），１
回未満：２名（１%）であった（図２）。

図２　健康教室参加者における外出頻度

　健康教室参加者における日中の過ごす場所（複数
回答有）は，自宅の外：54件（29％），敷地内：39
件（21%），自宅内：84件（45%），自分の部屋：10件

（５%）であった（図３）。

図３　�健康教室参加者における日中の過ご
す場所（複数回答有）

　健康教室参加者における日中の過ごし方（複数回答
有）は，自宅外の仕事（役割）：44件（20％），家の仕

事（役割）：94件（42%），趣味：59件（27%），おもに
テレビ等：17件（８%），特になし：７件（３%）で
あった（図４）。

表１　年齢及び外出頻度に対する相関行列

　年齢及び外出頻度に対する各項目の相関行列を表１
に示した。年齢と相関関係が認められたのは，〈10．
友達の家を訪ねることがありますか〉（r=0.19），〈15．
イスから立ち上がる時，手の支えなしで立ち上がりま
すか〉（r=－0.16）であった。外出頻度と相関関係が
認められたのは，〈14．歩行や外出に不自由を感じま
すか〉（r=－0.30），〈16．最近，つまずきやすいです
か〉（r=－0.20），〈１．バスや電車を使って一人で外
出できますか〉（r=－0.17）であった。
　表２に外出頻度に対する重回帰分析の結果を示し
た。外出頻度との関連については，〈14．歩行や外出
に不自由を感じますか〉（β=－0.24）が有意に関連し
た。

Ⅳ．考察

１．健康教室参加者における閉じこもりについて

　本研究の結果，健康教室参加者における外出頻度
は，週に１回未満が，10名（６%）であった（図２）。
週に１回未満の外出は閉じこもりと判断される（新
開，2017）。本研究における健康教室に参加された

図４　�健康教室参加者における日中の過
ごし方（複数回答有）
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人々においても，６%は閉じこもりであったことが示
唆された。この閉じこもりは，健康教室に参加でき
ることから，タイプ２：「生活自立状態の閉じこもり

（身体に障害がないか，あっても軽度なものであるに
もかかわらず外出しない）」と判断できる。そのタイ
プ２において，先行研究と比較すると，都市部にお
いて，村山ら（2011）は4.5％，一方，地方において，
新開ら（2005）は4.8％と報告しており，本研究とほ
ぼ同様な結果であった。タイプ２は，閉じこもり状態
そのものが活動能力（歩行能力，IADL：手段的日常
生活動作，ADL：日常生活動作，認知機能）の低下
を促進していると報告されている（新開ら，2005）。
更にタイプ２は，総合的活動レベル３以下の非閉じ
こもりの対照群と比較すると，歩行障害において2.30
倍，認知症において3.05倍のリスクが高かったと報告
されている。このことから健康教室においても，介護
予防だけでなく，閉じこもりにさせないことを意識さ
せる仕組みづくりが必要と考察された。

２．閉じこもり予防への対策

　本研究の結果より，健康教室参加者であっても，自
宅内と自分の部屋が約50%を示した（図３）。更に，
日中の過ごし方は，自宅外の仕事（役割）が20％を示
した（図４）。これらの結果から，健康教室参加者と
いっても，全員が外出してアクティブに生活するので
はないことが示唆された。

　また，外出頻度との相関関係では，有意な相関関係
が認められた項目は，〈14．歩行や外出に不自由を感
じますか〉（r=−0.30），〈16．最近，つまずきやすい
ですか〉（r=−0.20）であった（表１）。更に重回帰分
析においては，〈14．歩行や外出に不自由を感じます
か〉（β=−0.24）が有意に関連した（表２）。この結
果より，外出頻度に対しては，歩行機能の低下が影響
することが明らかとなった。この結果は，新開らの報
告（2005）と同様であり，活動能力の低下を予防して
いくことも閉じこもり予防には重要であることも考察
された。
　一方，タイプ２の閉じこもりの原因は，主に心理・
社会的な要因であると報告されている（新開，2017）。
その報告の中で，特に「社会関連性」や「社会的ネッ
トワーク」が縮小すると，将来タイプ２へ移行しやす
いと述べている。本研究の結果も含め，健康教室に参
加者の中にも閉じこもりがいたことは，逆に健康教室
が心理的・社会的な閉じこもり対策に繋がると考察
する。従って，介護予防運動や体力測定などを通し
て，行動変容を起こすためのきっかけとなり得ると
考える。早田らの報告では，地域の高齢者の地域活動
への参加及び地域住民同士で介護予防に取り組むこ
とを目的として，運動指導者のいないコミュニティ
においてサロンリーダーが週１回の体操教室を実施し
た。３か月と短い期間であったが，一部健康増進効果
が認められ，この結果をフィードバックすることで，

表２　外出頻度に対する重回帰分析の結果
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「自助」による介護予防の促進に繋がると述べていた
（2018）。行動変容理論においては，自己効力感を高め
ることが，行動を獲得する際に重要であるとされてお
る（A. Bandura, 1977）。介護予防リーダーの多くは
高齢者であり，高齢社会における高齢者の社会参加の
重要性（芳賀博，2010）からも地域活動への主体的な
参加を促進する取り組みは，今後の高齢社会を支える
ための有効な方策であると考察された。
　また本研究における健康教室は，環太平洋大学の大
学生が補助として参加した。測定終了後には茶話会も
行われたこともあった。このことは，参加者同士の横
の繋がりだけではなく，縦の新しい繋がりが生まれ
た。このような異世代交流によって，楽しいコミュニ
ティ（サロン）を作られ，更に閉じこもり予防に繋が
ると考察された。

３．今後の課題

　本研究は，健康教室参加者に対する閉じこもり調査
を行なった横断的な研究である。健康教室への参加
が，どのような行動変容に繋がり，縦断的に閉じこも
り予防効果を検証していく必要があると考えらえた。
　更に課題は，日中の過ごす場所，過ごし方における
詳細を検討していく必要があると考える。それは，日
常生活において座り動作が多いのか，立ち仕事におい
ても，活動量は異なる（Ainsworth BE et al., 2011）。
このことを検討していくことで，身体・心理・社会的
な健康度の優先順位が決められ，今後の施策に貢献で
きるのではないかと推察した。

Ⅴ．まとめ

　本研究の目的は，健康教室参加者における閉じこも
り状況を明らかにし，今後の介護予防への対策を検討
する事とした。
　本研究の結果，健康教室参加者においても，６%は
閉じこもりであったことが示唆された。日中の過ごす
場所は，自宅内と自分の部屋が約50%を示し，全員が
外出しアクティブに生活するわけではないことが示唆
された。外出頻度との相関関係では，有意な相関関係
が認められた項目は，〈14．歩行や外出に不自由を感
じますか〉 （r=−0.30），外出頻度に対しては，歩行機
能の低下が影響することが明らかとなった。
　以上により，健康教室が行動変容を起こすきっかけ
となる可能性が示唆され，単なる介護予防を行う身体
的な健康を目指すだけでなく，心理的・社会的な健康

増進に向けて介護予防への対策を検討していくべきと
考察された。
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